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は じ め に

経済のグローバル化が進み，国境を越えた企業レ

ベルの経済統合が急速に深化するなかで，後発工業

国の地場企業が，先進国企業から業務委託を受けて

グローバル経済につながり，能力を向上させ成長す

る，という事象が広くみられるようになった。その

一例として，パソコン産業において，台湾企業が，

デルや東芝といった日米の大手企業とのOEM・

ODM取引を通して成長を遂げたことが挙げられよ

う。

後発工業国の成長を説明する理論としては，

Gerschenkron（1965）に始まる後発優位性の議論

がよく知られている。しかしこれは，競争制限的な

環境と保護された市場を前提とした工業化を，国を

単位として分析するものであり，現在実際に起こっ

ている，自由競争下で後発工業国企業が先進国企業

と接触する機会を通じて達成される企業ベースの成

長は，想定されていなかった。

つまり，後発工業国企業が先進国企業との企業間

関係の構築を契機として成長する，という形態はほ

とんど議論されておらず，現在，後発工業国で広く

みられる現象を説明できていなかった。

本書は，その研究の欠如を埋めるために，アジア

経済研究所において進められた「国際価値連鎖のダ

イナミクスと東アジア企業の成長」という研究会の

成果であり，先進国企業と取引するなかでの後発工

業国企業の成長を，グローバル・バリュー・チェー

ン（Global Value Chain，以下GVC）というフレー

ムワークを用いて捉え，その詳細を明らかにしたも

のである。

Ⅰ　本書の構成

本書は，以下に示すとおり，序章に続いて7章で

構成され，終章で締められている。

序　章　バリュー・チェーンのダイナミクスと東

アジア後発工業国企業の能力形成（川上

桃子）

第１章　ノートブックPCのGVCにおける企業間

ダイナミクスと台湾ODM企業の台頭（川

上桃子）

第２章　GVCの創造と再組織――中国の携帯電

話端末産業の成長経路――（今井健一・

Jing Ming Shiu）

第３章　GVCのダイナミクスとローカルサプラ

イヤーの能力構築――ベトナム二輪車産

業の分析――（藤田麻衣）

第４章　キャプティブなGVCにおけるローカル

企業の能力開発――インドネシア二輪車

産業からのエビデンス――（佐藤百合）

第５章　多国籍企業のサプライヤーになるかどう

か――マレーシア電機産業におけるリン

ケージ形成への企業家的視点からのアプ

ローチ――（小井川広志）

第６章　東アジアの電機・自動車産業における

国の間の価値分配――実証的GVCアプ

ローチ――（小井川広志）

第７章　GVCの中の学習と稼得――東アジアの

サプライヤーのコンピタンス構築からの

学び――（Timothy J. Sturgeon・Greg 

Linden）

終　章　（川上桃子）

Ⅱ　GVC論のなかの本書の位置づけ

本書を評する前に，GVCというフレームワーク

に関する若干の解説をし，そのなかの本書の位置づ

けを明らかにしたいと思う。

「バリュー・チェーン」（value chain，価値連鎖）

とは，製品が消費者に届くまでの過程を川上から
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川下まで縦に連なる付加価値創出の連なりとして

捉える概念である。そしてGVCとは，グローバル

化の進展とともにみられるようになった，そのバ

リュー・チェーンの各段階が切り離され国境と企業

の境界を超えて別々の主体に担われるようになった

現象のなかでの，各経済主体による分業の仕組みを

分析するフレームワークである。これは，Gereffi 

and Korzeniewitcz（1994）が定義した「グローバ

ル・コモディティ・チェーン」（Global Commodity 

Chain, 商品連鎖）というフレームワークを発展さ

せたもので，アパレル，電機，自動車などの産業が

グローバルに立地して生産されている現象の説明に

適用されてきた。

このGVCというフレームワークの大きな特徴は，

UNIDO（2003）が示すように，「国と国」を結ぶも

のではなく「企業と企業」を結ぶものである，とい

うことであろう。つまりGVCには，それぞれの企

業が国境を越えて自らのコンピタンスのレベルに応

じて参加可能であり，それにより，国ベースではな

く企業ベースの成長が可能となるのである。

そして，本書の多くの章が参照している，Gereffi 

et al.（2005）は，このGVC論のひとつの到達点と

もいえる論文で，「市場」と「ヒエラルキー組織」

の中間の取引形態を，その統治の種類によって３

つ――（「市場」に近い方から順に）「モジュラー」

（modular），「リレーショナル」（relational），「キャ

プティブ」（captive）――に分類したものである。

本書は，このGVCの「企業と企業を結ぶ」とい

う特徴に着目し，アメリカに代表されるノートパソ

コンのブランド企業が主導するモジュラーなGVC

のなかの台湾OEM・ODM受託企業や，日本企業の

現地法人の主導するキャプティブなGVCのなかの

ベトナム，インドネシア，マレーシアの地場部品サ

プライヤーなど，さまざまなGVCのなかの後発工

業国企業の成長の詳細を，東アジアの地域研究のエ

キスパートが緻密なケーススタディを行うことで描

き出そうとする試みである。

Ⅲ　各章の概要

次に，各章の概要をみていく。

序章では，本書の問題意識が述べられている。

第１章は，台湾企業が，先進国ブランド企業から

のノートパソコンのOEM・ODM受託により成長す

るさまを，1990年代後半と2000年代という２つの

フェイズに分けて論じている。先進国側の観点に

立っていた既存の研究では，台湾企業は先進国企業

の外注戦略という外的要因により受動的にGVCに

組み込まれたと説明されるが，本章はそれを覆し，

台湾企業側が確たる学習戦略をもってGVCに自ら

を組み込んだとしている。また，既存のGVCフレー

ムワークは，先進国リード企業と後発工業国サプラ

イヤーの2者のみをアクターとすることが多かった

が，本章はそれにインテルというプラットフォーム

リーダーを加え，３つのアクターの関係とそのなか

での情報，知識のフローを明らかにすることで，台

湾企業の能力のアップグレードがいかに起こったか

を分析している。

第２章は，中国の国内市場向け携帯電話端末の

GVCにおける，地場デザインハウスのプレゼンス

の移り変わりを，MediaTekというプラットフォー

ムリーダーの位置も絡めつつ，明らかにしている。

このデザインハウスは，従来のGVC論の想定――

「後発工業国企業とは『生産』を担うものである」

――とは異なる，「設計」のみを担う後発工業国企

業という新しい形態である。また，従来のGVC論

では，後発工業国企業は先進国リード企業とつなが

ることで成長のパスを得ると捉えられているのに対

し，本章の，「中国のような大きな市場と潤沢な技

術者をもつ国においては，先進国企業とのリンクは

必ずしも必要ではない」という結論は，既成概念を

覆す斬新なものである。

第３章では，ベトナム二輪車産業のGVCにおけ

る地場サプライヤーの能力形成を，第４章の執筆者

とともに開発した独自のマトリックスを用いて分析

している。そして，日本企業が主導する長期取引を

基本とするキャプティブなGVCと，ベトナム・中

国企業によるサプライヤーが頻繁に入れ替わる市場

ベースのGVCという２種類のGVCにおいて，各サ

プライヤーがどの機能においてどの段階にまで進ん

だかを綿密なヒアリングにより明らかにしている。

その結果，日本企業主導のGVCにおいては「生産」

面に集中した蓄積型の学習がなされていること，一

方で，ベトナム・中国企業のGVCにおいては「生産」

面に限らず広い範囲にわたる蓄積型ではない学習が

みられること，などの興味深い知見を得ている。
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第４章は，インドネシア二輪車産業において，

2000年頃に日本企業が部品を現地調達するように

なったことを契機に，現地サプライヤーが日本企業

のGVCに参加するようになり，それにより成長し

たことを，第３章と同じマトリックスを用いて分析

している。そして，第３章同様，「生産」を「生産

機器関連」と「生産管理」に分け，「生産機器関連」

面でのアップグレードは「生産管理」面に比べ少な

いことも明らかにしている。同時に，多くのサプラ

イヤーのアップグレードが「生産」面にとどまって

いるものの，「企画」面のアップグレードを遂げた

企業や，このGVCでのアップグレードを生かし二

輪車産業以外の製品の開発に能力を広げた企業もあ

ることも示している。

第５章は，既存の研究では，多国籍企業と後発工

業国地場サプライヤーとのリンケージの「機能」は

注目されてきたものの，その「形成プロセス」はこ

れまでほとんど分析されてこなかったという着眼点

から，マレーシアの電子・電機産業を事例にそのプ

ロセスを明らかにしたものである。本章は，多国籍

企業から選ばれるのを待つだけではサプライヤーに

なれず，企業家精神を備えた企業のみがサプライ

ヤーになり得るとし，entrepreneurial orientation

（EO）というツールを用いてサプライヤー選定の詳

細を明らかにしている。

第６章は，多国籍企業に主導されるGVCのなか

では，付加価値は不平等に分配される，という問

題意識から，東アジアの電機および自動車産業の

GVCのなかでいかに価値が分配されているかを，

国際価値分配指標とIOテーブルを用いて検証した

ものである。その結果，ASEAN諸国の多国籍企業

の子会社主導の工業化の径路は完全に成功とはいえ

ないとする一方で，多国籍企業に頼った成長をして

いない韓国，台湾は比較的成功していることを明ら

かにしている。

第７章は，GVCへの参加による成長には限界が

あることを示し，GVCへの参加による後発工業国

企業の成長のダイナミズムを肯定的に描いている本

書のこれまでの章とは異なる視点を提供している。

GVCのなかでは知識，情報は不平等に分配されて

いるため，後発工業国企業が低い価値のセグメント

に固定されれば，市場情報などを得る機会はないま

までそこから脱せないこと，多国籍企業の子会社が

主導するキャプティブなGVCの場合は，その多国

籍企業子会社からサポートを得られるものの，情報

はその多国籍企業の本社に集約されているため，サ

プライヤーが得られる情報は限られることなどであ

る。また，台湾のODM企業などが参加するモジュ

ラーなGVCの場合は，長期的にみるとキャプティ

ブなGVCより多くの学習が可能となるものの，や

はりプラットフォームリーダーや先進国リード企業

よりも少ない収益しか得られないことなどを示して

いる。つまり，どのようなGVCへの参加であっても，

それによる成長には限界があることを示唆している。

Ⅳ　本書の特徴と貢献，若干の課題

次に，本書の特徴と，GVCというフレームワー

クへの貢献，そして残された若干の課題について述

べていく。

まず，本書の大きな特徴は，各章が地域研究者な

らではの緻密で丁寧なフィールド調査に裏付けられ

ていることである。このような数多くの後発工業国

地場企業へのアクセスのルートを確保し，現地の言

語を使って聞き取り調査を行うことは並大抵のこと

ではないであろう。この研究スタイルは，本書が地

域研究者で構成されたグループにより行われたから

こそ可能になったのだと思われ，そのアドバンテー

ジが存分に発揮されているといえる。また，地域の

みならず，プラットフォーム，部品，生産方法など，

対象とする産業の特性をも熟知していることも，特

徴のひとつであろう。

次に，GVCというフレームワークへの貢献とい

う観点からは，以下が挙げられよう。

第１に，GVCに参加している後発工業国の地場

企業を，先進国リード企業の戦略に規定されて受

動的にGVCに組み込まれた存在としてではなく，

第1章において台湾OEM・ODMサプライヤーの戦

略を学習戦略と捉えていることに代表されるよう

に，自ら戦略をもってGVCに主体的に参加した存

在として捉えていることである。それはすなわち，

GVCには誰もが参加可能なわけではないこと，ま

たGVCへの参加が自動的に成長につながるわけで

はないことも示している。

第２に，プラットフォームリーダーという第三者

を分析に加えたことである。既存のGVC研究は，
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先進国リード企業と後発工業国サプライヤーの２者

をアクターとして分析されることが多かった。しか

し，第１章，第２章はそれにプラットフォームリー

ダーを加えることで，GVCのなかで最も利益を享

受している主体は先進国リード企業ではない場合も

ある，ということも含め，より深い分析を可能にした。

第３に，先行研究ではアップグレードの具体的な

測定はあまりなされてこなかったが，本書の一部の

章（第３章，第４章）において，アップグレードし

た能力の具体的な測定を行い，後発工業国企業の

GVC参加による能力形成を実証していることであ

る。

第４に，GVC間の差異を明らかにしたことであ

る。ノートパソコンのモジュラーなGVCにおいて

完成品のOEM・ODM委託を請け負う台湾企業の

アップグレードと，ベトナムおよびインドネシアの

二輪車産業にみられる，先進国企業の現地法人の主

導するキャプティブなGVCにおける部品サプライ

ヤーのそれはやや異なり，前者のほうがより可能性

が高いことが明らかにされている。

第５に，先述した，GVCによる成長の限界を示

唆したことである。

次に，本書に残された若干の課題である。

第１に，本書の多くの章において，技術や知識の

流れが図示されているが，それらの図が共通のルー

ルの下に描かれていれば，各国・各産業の比較がで

きて，さらによかったのではなかろうか。もちろん，

国・産業により登場するアクターは異なるが，「リー

ド企業」，「後発工業国企業」，「市場」，（「プラット

フォーム提供者」）などは共通であろうし，それら

の間を流れる「市場情報」，「技術情報」などの矢印

も，共通するものがあるであろう。また，矢印の種

類で情報の種類を区別したり，矢印の太さで情報の

量を表したり，という工夫も可能かもしれない。

第２に，能力のアップグレードの尺度を測る指標

の，本書全体を通しての共通化がなされていればさ

らによかったのではないかと思われる。しかし，第

３章，第４章で使われているマトリックスは二輪車

の部品サプライヤーのアップグレードを測るために

考案されたもので，ノートパソコンの完成品サプラ

イヤーには適用が難しい面もあろう。GVCのなか

の後発工業国のサプライヤーの能力のアップグレー

ドを測る統一指標の開発は，今後ぜひ検討していた

だきたいと思う。

しかし，以上の残された若干の課題は，本書の価

値を減じるものではない。本書の意義の大きさは，

前述したとおりである。

Ⅴ　GVCを用いた後発国研究の今後の課題

最後に，本書の研究成果を生かし発展させる形で

の，GVCというフレームワークを用いた後発国研

究への今後の課題に関する私見を述べ，筆を擱くこ

ととする。

第１に，本書の，後発工業国の発展論への含意

である。GVCというフレームワークを用いて企業

レベルのアップグレードを分析した本書の成果に

より，後発工業国の発展を論じた既存理論，例え

ば，Gerschenkron（1965）の後発優位性理論や末

廣（2000）のキャッチアップ論などとはどのように

異なる知見が得られたのだろうか。言葉を換えれ

ば，GVCへの参加により各々の地場企業がアップ

グレードを遂げたことが，その後発工業国全体の発

展にどのような影響を与えることになるのだろう

か。これら地場企業の成長がスピルオーバー効果を

生み，その後発工業国の産業全体を底上げしていく

のか。それとも，当該企業単体の成長にとどまりそ

の国全体の発展にはつながらないのか。

第２に，GVCによる成長の限界の打破の可能性

である。本書は，GVCによる成長を詳述し，同

時にその限界も明らかにした。後発工業国企業が

GVCに参加しても，そのアップグレードは多くの

場合，「生産」に類するものにとどまっている。ま

たそれら企業がアップグレードを遂げても，結局は

GVCのなかではプラットフォームリーダーと先進

国リード企業が利益の多くの部分を得ている。とす

れば，GVCのなかでは，先進国企業のサプライヤー

としての範囲以上の成長を遂げることは難しいとい

うことなのかもしれない。本書が示唆するこの限界

を打破するには，どうすればよいのか。

今後，GVCを用いた後発国研究が以上を明らか

にすれば，経済発展論や開発経済学に対しても新し

い知見を提供することになるのではないかと思う。
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